
青 警 本 備 一 第２１１号

青 警 本 務 第４７７号

青 警 本 監 第２３２号

平成２７年２月２６日

各 所 属 長 殿

青 森 県 警 察 本 部 長

青森県警察における特定秘密の保護に関する訓令の制定について

特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号。以下「法」という ）の。

施行に伴い、青森県警察における特定秘密の保護に関する訓令（平成２７年２月青森県

警察本部訓令第５号）を別添のとおり制定し、平成２７年２月２６日から施行すること

としたが、制定の趣旨及び主な内容は次のとおりであるので、所属職員に周知徹底し、

事務処理上誤りのないようにされたい。

記

１ 制定の趣旨

青森県警察における特定秘密の保護に関する訓令は、法第５条第３項（法第７条第

２項において準用する場合を含む ）に規定する指示を受けた場合において、青森県。

警察が行う特定秘密（法第３条第１項の規定により指定された特定秘密をいう。以下

同じ ）の保護に関し講ずべき措置及び法第１２条第１項に規定する適性評価に関し。

実施すべき措置等を定めたものである。

２ 主な内容

(1) 特定秘密管理者の指名等（第１章関係）

ア 特定秘密管理者（第２条関係）

特定秘密の保護に関する業務を管理する者については、警備部長を指名した。

イ 保全責任者等（第３条関係）

(ｱ) 特定秘密管理者は、特定秘密の保護に関する業務を補助させる者として保全

責任者を指名するものとした。

(ｲ) 特定秘密管理者は、必要と認めるときは、保全責任者の補助者を指名するこ

とができるものとした。

(ｳ) 特定秘密管理者は、保全責任者がその職務を行うことができないときは、臨

時にその職務を代行する職員を指名することができるものとした。

ウ 職員の範囲の制限（第４条関係）

特定秘密の取扱いの業務を行わせる職員の範囲の決定は、当該特定秘密を知得

させる必要性を考慮して必要最小限にとどめるものとした。

エ 保全教育（第５条関係）

特定秘密管理者は、職員に対し、特定秘密を適切に保護するために必要な知識

の習得及び意識の高揚を図るための教育を実施するものとした。



(2) 特定秘密の指定に伴う措置（第２章関係）

ア 特定秘密の表示の方法（第６条関係）

保全責任者は、特定秘密文書等の区分に応じ 「特定秘密」の文字及び枠を赤、

色で付するなど、表示又は認識できるようにするものとした。

イ 通知の方法（第７条関係）

法第３条第２項第２号の通知は、警察本部長が、指定の有効期間満了年月日及

び指定に係る特定秘密の概要を記載した書面を、当該特定秘密の取扱いの業務を

行う職員に供覧させることにより行うものとした。

ウ 周知の方法（第８条関係）

法第５条第２項の通知があったとき、特定秘密管理者は、当該指定がされた旨

等を記載した書面（電磁的記録を含む ）を、当該特定秘密の取扱いの業務に従。

事する職員（第７条の通知を受けた者を除く ）に周知するものとした。。

(3) 特定秘密の取扱いの業務（第３章関係）

ア 立入制限（第１３条関係）

特定秘密管理者は、特定秘密が取り扱われる場所について、特定秘密を適切に

保護するため必要があると認めるときは、その場所への立入りを禁止するものと

した。

イ 特定秘密文書等の保管容器等（第１５条関係）

特定秘密文書等（電磁的記録を除く ）は、三段式文字盤鍵を備えた金庫又は。

鋼鉄製の箱その他の施錠可能で十分な強度を有する保管庫に保管するものとした。

ウ 特定秘密文書等管理簿（第１８条関係）

特定秘密管理者は、特定秘密文書等の作成、交付その他の取扱いの状況を管理

するための特定秘密文書等管理簿を備えるものとした。

エ 特定秘密文書等の保管（第２９条関係）

特定秘密文書等は、保全責任者が保管するとともに、特定秘密文書等の適正な

管理のため必要と認めるときは、特定秘密文書等保管管理簿を作成するものとし

た。

オ 特定秘密文書等の取扱いの記録（第３０条関係）

保全責任者は、特定秘密文書等の取扱いの経過を明確にするため、必要な事項

、 。を特定秘密文書等取扱簿に記載し 又は記録することにより保存するものとした

カ 廃棄（第３１条関係）

特定秘密文書等の廃棄は、保全責任者又はその指名する職員の立会いの下に、

焼却、粉砕等当該特定秘密文書等を復元することができないようにするための方

法により確実に行うものとした。

キ 検査（第３３条関係）

特定秘密管理者は、特定秘密の保護の状況について、検査を毎年度２回以上定

期的に実施するものとした。

(4) 適性評価（第７章関係）

ア 適性評価実施責任者（第３８条関係）

適性評価実施責任者は、警務部長とした。

イ 適性評価実施担当者（第３９条関係）

適性評価実施担当者は、警務部警務課長及び警務部警務課の職員のうちから適

性評価実施責任者が指定する職員をもって充てるものとした。



ウ 苦情受理窓口（第４４条関係）

適性評価についての苦情受理窓口は、警務部警務課とした。

エ 苦情処理責任者（第４５条関係）

適性評価についての苦情処理責任者は、警務部長とした。

オ 苦情処理担当者（第４６条関係）

適性評価についての苦情処理担当者は、警務部警務課の職員のうちから苦情処

理責任者が指名する職員をもって充てるものとした。

(5) 通報窓口（第８章関係）

特定秘密の指定若しくはその解除又は特定行政文書ファイル等の管理が法等に従

って行われていないと認められる場合に行う通報を受け付け、処理する窓口は、警

務部監察課とした。

３ 運用及び解釈

(1) 職員の範囲の制限（第４条関係）

特定秘密管理者は、指定された特定秘密ごとに当該特定秘密の取扱いの業務を行

わせる職員の範囲を記載した書面を作成し、保管するものとする。

(2) 特定秘密文書等の保管容器（第１５条関係）

「特定秘密管理者の定めるところ」については 「規定によることができない場、

合」の実情に応じ、個別に特定秘密管理者が定めることとする。

(3) 交付及び伝達の承認（第２１条関係）

当該特定秘密の取扱いの業務を行うこととされている同一所属の職員の間におけ

、 。る特定秘密の交付又は伝達は あらかじめ特定秘密管理者が承認したものとみなす

(4) 運搬の方法（第２２条関係）

「運搬することができないとき又は不適当であるとき」の運搬方法については、

当該特定秘密文書等の実情に応じ、特定秘密管理者が個別に定めることとする。

(5) 特定秘密文書等保管管理簿（第２９条関係）

特定秘密保管管理簿の作成は、保管する特定秘密文書等が大量となる場合その他

必要な場合に行うものとする。

４ 施行月日

平成２７年２月２６日



別記様式第１号（第７条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（宛 先）

青 森 県 警 察 本 部 長

特定秘密の指定について

標記について、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）第３条第

１項の規定により、下記のとおり、特定秘密が指定されたので、通知する。

記

１ 指定の整理番号

２ 指定がされた年月日

３ 指定に係る特定秘密の概要

４ 当該特定秘密の保護に関する業務を管理する特定秘密管理者の官職

５ 当該特定秘密の取扱いの業務を行わせる職員の範囲

６ 指定の有効期間等

(1) 指定の有効期間

(2) 当該有効期間が満了する年月日



別記様式第２号（第８条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（宛 先）

（ 特 定 秘 密 管 理 者 ）

特定秘密の指定について

標記について、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）第３条第

１項の規定により、下記のとおり、特定秘密が指定されたので、周知する。

記

１ 指定の整理番号

２ 指定がされた年月日

３ 指定に係る特定秘密の概要

４ 当該特定秘密の取扱いの業務を行わせる職員の範囲

５ 指定の有効期間等

(1) 指定の有効期間

(2) 当該有効期間が満了する年月日



別記様式第３号（第９条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（宛 先）

青 森 県 警 察 本 部 長

特定秘密の指定の有効期間延長について

標記について、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）第４条第

２項の規定により、下記のとおり、特定秘密の指定の有効期間が延長されたので、通知

する。

記

１ 指定の整理番号

２ 指定の有効期間が延長された年月日

３ 指定に係る特定秘密の概要

４ 当該特定秘密の保護に関する業務を管理する特定秘密管理者の官職

５ 延長後の指定の有効期間等

(1) 延長後の指定の有効期間

(2) 当該有効期間が満了する年月日



別記様式第４号（第９条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（宛 先）

（ 特 定 秘 密 管 理 者 ）

特定秘密の指定の有効期間延長について

標記について、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）第４条第

２項の規定により、下記のとおり、特定秘密の指定の有効期間が延長されたので、周知

する。

記

１ 指定の整理番号

２ 指定の有効期間が延長された年月日

３ 指定に係る特定秘密の概要

４ 延長後の指定の有効期間等

(1) 延長後の指定の有効期間

(2) 当該有効期間が満了する年月日



別記様式第５号（第１１条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（宛 先）

青 森 県 警 察 本 部 長

特定秘密の指定の有効期間満了について

、 、 、 。標記について 下記のとおり 特定秘密の指定の有効期間が満了したので 通知する

記

１ 指定の整理番号

２ 指定の有効期間の満了年月日

３ 指定に係る特定秘密の概要



別記様式第６号（第１１条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（宛 先）

（ 特 定 秘 密 管 理 者 ）

特定秘密の指定の有効期間満了について

、 、 、 。標記について 下記のとおり 特定秘密の指定の有効期間が満了したので 周知する

記

１ 指定の整理番号

２ 指定の有効期間の満了年月日

３ 指定に係る特定秘密の概要



別記様式第７号（第１２条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（宛 先）

青 森 県 警 察 本 部 長

特定秘密の指定の解除について

標記について、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）第４条第

７項の規定により、下記のとおり、特定秘密の指定が解除されたので、通知する。

記

１ 指定の整理番号

２ 指定が解除された年月日

３ 指定に係る特定秘密の概要

（※） 一部解除された場合は、本様式の「解除」を「一部解除」とし 「３ 指定に、

係る特定秘密の概要」を「３ 一部解除された情報」とし、必要に応じ 「３、

一部解除された情報」の次に「４ 一部解除後の指定に係る特定秘密の概要」を

記載。



別記様式第８号（第１２条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（宛 先）

（ 特 定 秘 密 管 理 者 ）

特定秘密の指定の解除について

標記について、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）第４条第

７項の規定により、下記のとおり、特定秘密の指定が解除されたので、周知する。

記

１ 指定の整理番号

２ 指定が解除された年月日

３ 指定に係る特定秘密の概要

（※） 一部解除された場合は、本様式の「解除」を「一部解除」とし 「３ 指定に、

係る特定秘密の概要」を「３ 一部解除された情報」とし、必要に応じ 「３、

一部解除された情報」の次に「４ 一部解除後の指定に係る特定秘密の概要」を

記載。



別記様式第９号（第１８条関係）

年
特定秘密文書等管理簿

文書等の件名
（文書番号・媒体）

登録番号

文書等の作成又は受領 作成又は
交付元 保存期間

年月日 受領の別
指定の整理番号 指定年月日 有効期間満了年月日記録された

特定秘密

一連 交付 返却
備考

番号 年月日 交付先 受領者役職・氏名 年月日 返却者役職・氏名

特定秘密文書等として 管理が不要となった理由 廃棄した場合には
の管理が不要となった その方法

年月日



特定秘密文書等受領書

印

受領機関名

受領者氏名

年　　月　　日

上記の□文書□物件を受領しました（該当する□に印を付ける。）。

別記様式第１０号（第２３条関係）

登録番号

件　　　名

交付機関名

交　付　者

年



別記様式第１１号（第２９条関係）

　

特定秘密文書等保管管理簿

作成所属：

所管部署 保管開始日 保管終了日 備考登録番号 文書等の件名

年



特定秘密文書等取扱簿

登録番号 件　　名 所　　属 氏　　名

別記様式第１２号（第３０条関係）

特定秘密文書等 特定秘密文書等を取り扱った者
年月日 場　　所 備　　考

年



別記様式第１３号（第４１条関係）

氏 名 氏 名
年
号
年 月 日

該当
する号

第３号に該当すると
認める理由

候補者名簿

備考　承認の有無欄は警務課において記載し、承認が得られた者に○を、得られなかった者に×を、それぞれ記載する。
（　　頁／　　頁中）

作成日：平成　　年　　月　　日特定秘密管理者：

評価対象者の
選定に当たって
参考となる事項

承認の
有無

ふりがな氏名 特定秘密保護法第１５条第１項

役職名所属する部署

生年月日

番号

年



別記様式第１４号（第４１条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（特定秘密管理者）

警 務 部 長

適性評価に関する通知書（承認の有無）

平成 年 月 日付け候補者名簿に登載されている者に関し、適性評価を実施

することについての警察本部長の承認の有無は下記のとおりであるので 「特定秘密の、

指定及びその解除並びに適性評価の実施に関し統一的な運用を図るための基準 （平成」

２６年１０月１４日閣議決定）Ⅳ３(２)イの規定により通知する。

記



別記様式第１５号（第４２条関係）

年

(平成 年 月末まで保存)

発 番 号

平 成 年 月 日

（特定秘密管理者）

警 務 部 長

適性評価の結果等に関する通知書

適性評価の結果等については別表のとおりであるので 「特定秘密の指定及びその解、

除並びに適性評価の実施に関し統一的な運用を図るための基準 （平成２６年１０月１」

４日閣議決定）Ⅳ［４(３)イ・４(４)ウ・７(２)ア］の規定により通知する。



作成日 番号 氏 名 氏 名
年
号

年 月 日

備考 　結果欄には、特定秘密の取扱いの業務を行った場合にこれを漏らすおそれがないと認めら
れた場合は「適性あり」と、当該おそれがないと認められなかった場合は「適性なし」と、
特定秘密保護法第１５条第２項において準用する第１２条第３項の同意が得られなかったた
め適性評価が実施されなかった場合は「実施せず」と、同意が取り下げられたため適性評価
の手続を中止した場合は「中止」と、それぞれ記載する。

作成日：平成　　年　　月　　日

　別　表

結果所属する部署 役職名

候補者
名簿

氏　名 ふりがな 生年月日



作成日番号 氏 名 氏 名
年
号

年 月 日

別記様式第１６号（第４３条関係）

適性認定者名簿
作成日：平成　　年　　月　　日

候補者
名簿

氏　名 ふりがな 生年月日

通知した日所属する部署 役職名

年


